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1 はじめに 

産学連携は大学等の活性化と我が国の発展に大い

に寄与するものであり、その一層の充実・強化が求め

られている。しかしながら、我が国では、大学等を核

とする産学連携施策の進展にも関わらず、国際的に

見ても大学等の研究成果の社会的活用やそれを支援

する組織の点で充実しているとは言い難い。特に、地

方大学の産学連携の活性化に関しては、様々な施策

が講じられており、一定の成果を上げてきているが、

今後さらに地方大学の産学連携の活性化を促すため

には、地方大学の大学発シーズの上市に関する成功

要因を可視化し、これまでブラックボックス化され

ていた具体的な価値連鎖プロセスを明らかにする必

要がある。また、各地方大学の大学発シーズの上市に

関わる一連の価値連鎖プロセスのボトルネックを組

織マネジメントレベルで究明し、地方大学の産学連

携の機能不全に陥っている部分を見つけ出し改善す

ることで、各地方大学の実情に応じた施策を講じて

いく必要がある。 

研究代表者らが実施したこれまでの研究では、大

学発技術に基づく製品の上市を促進するために技術

移転アソシエイトが重点化すべき価値創造活動には、

①十分なプレマーケティングを経た特許出願判断、

及び②製品開発ステージの境界連結活動の 2 点を行

う「ハンズオン・モデル（技術移転アソシエイトが主

体的に関与した事例）」があることを明らかにした

（林・坂井・山田，2022）。一方で、技術移転アソシ

エイトが主体的には関与せず、発明者やライセンス

先企業等が中心となって、大学発技術に基づく製品

が上市に至った「アドミニストレーション・モデル」

の事例も相当数存在することを発見した。いずれも

上市という結果は共通しているものの、両者の成功

を後押しした要因は明らかに異なっていた。 
本研究では、これまでの研究成果を活用し、地方大

学における技術移転アソシエイトの価値創造活動を

適切に分類することで、地方大学の大学発シーズの

上市に関する成功要因の可視化を行う。また、個々の

地方大学の実情に応じた適切な施策立案と戦略的タ
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ーゲットの策定等に寄与するために、大学発シーズ

の上市に関わる価値連鎖診断プロトコルの開発と実

装を試みる。本稿は以下のとおり構成されている。次

章では、先行研究をもとにリサーチ・クエスチョンを

設定し、第 3 章では研究方法を説明する。第 4 章で

はインタビュー調査結果を示す。最後に、第 5 章で

本研究を総括する。 
 
2 先行研究とリサーチ・クエスチョン 
2.1 先行研究 
これまでの先行研究は、独立変数を特許分析等に

よって技術価値評価にするものや、成果変数を特許

件数やライセンス契約数とするものが多く発表され

ている。しかしながら、地方大学の産学連携の実践や

これに関する先行研究においては、技術移転アソシ

エイトの具体的活動と成果（インプットとアウトプ

ット）がブラックボックス化されているため、技術移

転アソシエイトの働きかけによって大学発技術が製

品の上市に至ったのか、それ以外の要因から大学発

技術が製品の上市に至ったのか不明確である。この

ため、地方大学の大学発シーズの上市に関わる一連

の価値連鎖プロセスのボトルネックを組織マネジメ

ントレベルで究明することは困難である。 
先行研究における古典的な実証分析のデザインは、

どのようなインプットを増やせばアウトプットが増

えるのかを回帰分析によって検討するものが多い。

これらより得られた発見事項は、専門性を備えた技

術移転アソシエイトを十分に雇用することで成果が

向上する、という命題に集約される（Ambos et al. 
2008；Chang et al., 2009；Conti & Gaule, 2011；González-
Pernía et al., 2013；Heisey & Adelman, 2011；Lockett & 
Wright, 2005；O'Shea et al., 2005）。しかし人件費や人

材プールの制約を鑑みると、先の命題は実践的な知

見とは言いがたい。より多くの国内の大学の産官学

連携本部・TLO に実効性のある処方箋を示すために

は、プロセスの見直しによって状況を改善する方法

が検討されなければならない（林・坂井・山田，2022）。
一方で、技術移転プロセス（図 1）に注目する先行研

究では、技術移転モデル（価値連鎖全体の設計と重み

づけ）とパフォーマンスとの関係ではなく、あくまで

も個々の活動を適切に行うための条件を問う場合が

ほとんどである。具体的には、アソシエイトが異質な

ステークホルダー同士を媒介するにあたり、科学の

みならず事業に関する十分な知識・能力を持つこと

や、適切な様式によってコミュニケーションするこ

との重要性を強調することが多い（Siegel et al., 2003； 
Weckowska, 2015）。 

2.2 リサーチ・クエスチョン 
本研究では、以下のリサーチ・クエスチョン（RQ）

に基づいて定性的分析を行い、大学発シーズの上市

に関わる価値連鎖診断プロトコルの開発・実装を試

みる。 

１）地方大学では、どのような価値創造活動を経て、

大学発シーズの上市に至っているのか？その価

値活動を構成する重みづけはどうなっているの

か？また、地方大学内でのグルーピングは可能

か？ 
２）地方大学におけるベンチャー創出を含む産官学

連携・地域連携において、各大学にとって適合的

な技術移転モデルや、産学連携・ベンチャー支援

プロセスはどのようなものであるのか？ 

2.3 システマティック・レビュー 
上述した RQ の解明に向けた調査に先立ち、特に

TLO が産学連携パフォーマンスに及ぼしうる影響に

注目し、これまでの研究で明らかにされてきた知見

について、システマティック・レビューを通じて整理

することとした。 
国際ジャーナルに掲載された産学連携および技術

移転に関する論文を対象に、ステマティック・レビュ

ーを実施した結果、初期サンプルとして 328 編が抽

出され、その内定量的分析を行っているものが 79編、

その内技術移転パフォーマンスに係る仮説検証型の

実証分析を行なっているものが 30 編であった（林・

山田・坂井，2022）。技術移転パフォーマンスを扱っ

ている文献をさらに調査したところ、組織レベルで

集約されたデータに基づく分析が大半であり、個別

案件やマネジメント実践に踏み込んだ研究は国際的

に不足していることがわかった。 
また、特に TLO に注目した実証研究の傾向として、

文献数は通時的に増加しており、掲載誌はメジャー

ジャーナルが多い、中華圏の存在感が相対的に弱い
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ことが分かった。技術移転モデル自体を問い直す研

究は、主に欧米以外で活発であり、恐らく日本でも重

要と考えられる。欧米では大学および TLO をワンセ

ットで扱う場合が多い（大学内の一部署として TLO
機能を有する組織がある）が、日本では共有できない

ケースがある（学内に TLO 機能を有する部署が無い、

あるいは外部型 TLO を利用するケース等）点に注意

が必要である。 
 
3．インタビューの調査方法 
各大学の上市案件に関して、ハンズオン・モデルと

アドミニストレーション・モデルを明確に分類する

ため、全国の大学を対象に、インタビュー調査を実施

する。技術移転プロセス、共同・受託研究プロセス、

ベンチャー支援プロセスなどの産官学連携の価値連

鎖についてインタビュー調査を実施する。 
インタビューを実施する大学の選定には、DEA

（Data Envelopment Analysis: 包絡分析）を手法とし

て用いた。DEA は、各分析対象にとって最も有利に

なるようなインプットとアウトプットの重みづけを

計算し、その結果に基づいて効率性の評価を行うた

め、大学のように規模や立地の面で異質性が大きく、

画一的な基準による比較が意味を成さない組織の評

価に適している。本研究では、インプットの指標とし

て「研究者数」「科研費獲得金額」を選定し、アウト

プットの指標として「ライセンス収入」「大学発ベン

チャー数」を設定して、効率性の高い大学を抽出した。 
調査対象を選定するために用いたデータは、文部

科学省「大学等における産学連携等実施状況調査」の

2018〜2021 年の 4 年間のデータである。この調査に

回答している大学から、科研費受入額が 1 億円以上

かつ研究者数 20 人以上の 154 大学に絞り込んだ。さ

らに、DEA により、最も効率的な大学を「第 1 階層」、

次に効率的な大学を「第 2 階層」として調査対象を

抽出した。このうち「第 1 階層」の 14 大学、「第 2 階

層」の 4 大学に対してインタビューを実施した。ま

た、トライアンギュレーションの観点から 2018〜
2021 年の 4 年間の生産性上昇率が上位の大学のうち

4 大学を選定した。さらに、旧帝国大学、民間 TLO お

よび内部型・外部型 TLO にインタビューを実施した。 
これらの大学に対して、「科学技術イノベーション

政策のための科学研究開発プログラムに係る共同研

究プロジェクトへのインタビュー調査協力について

（ご依頼）」として、郵送およびメールで依頼書を送

付した。さらに、一部の大学には、本研究の共同研究

者が架電により協力を依頼した。インタビューは、対

面とオンラインのハイブリッド形式またはオンライ

ン形式で実施した。なお、依頼書を送付する前に、京

都大学大学院経営管理研究部（本研究の共同研究者

が在籍）の倫理審査の承認（受付番号：第 23-022 号）

を受けている。インタビュイーはインタビュー先に

適任者を選出してもらい、技術移転に関する部署に

おける所属長から実務担当者までを幅広く対象とし

た。インタビューは、2023 年 10 月 27 日から 2024 年

6 月 28 日までの間に 28 回実施した。インタビュー

の形態は、技術移転に関する質問を中心とした半構

造化インタビューである。質問票は、表 1 のとおり

である。 
 
4．インタビュー調査からの発見 
4.1 大学発シーズの上市に関する成功要因の可視

化 
図 2 は、22 大学の大学発シーズの上市に関わる価

値連鎖を可視化したものである。DEA により抽出し

た 18 大学に加え、4 つの旧帝国大学等にもインタビ

ューを実施した結果、効果的なパフォーマンスを挙

げているとされる大学は、各大学でそれぞれ多様な

価値連鎖を採用していることがわかった。同じ価値

連鎖の構成に見えるグループの中でも、それそれの

大学が置かれている環境によって、大学発シーズの

上市に関わる取り組む内容は異なる。また、一部の大

学では、環境の変化によって、価値連鎖の構造を変化

させていることがわかった。 
図 3 は、効果的なパフォーマンスを挙げていると

される大学の典型的な価値連鎖構造の事例である。

ケース 1 は、A 大学に代表される外部委託型の事例

である。大学はステージ 1 の R&D に特化し、R&D
によって研究成果が生じ、大学研究者からの発明開

示以降は、すべて外部 TLO に委託しているケースで

ある。ステージ 6 のライセンシーへのライセンス契

約以降はライセンシーに任せている。 
ケース 2 は、B 大学に代表される内部完結型の事
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例である。大学は基本的に、ステージ 1 からステー

ジ 6 までのすべてのステージを担当しているケース

である。B 大学では、大学内で専門人材を雇用し、大

学発シーズの上市に関わるすべて業務を、大学自前

で実施しようとしていることがわかった。一方で、大

学内の専門人材で担当する能力が乏しい場合（創薬

分野など）は、発明内容によって、外部 TLO に委託

していることがわかった。 
ケース 3 は、C 大学に代表されるミックス型の事

例である。大学によって、どのステージを外部 TLO
に委託しているか、またその委託の度合いは異なる。

C 大学のケースでは、ステージ 1 の R&D からステー

ジ 4 の特許出願までを大学が担当し、TLO はステー

ジ 5 のマーケティングからステージ 6 のライセンシ

ングを担当している。ステージ 7、ステージ 8 は、ラ

イセンシーに任せている。C 大学では、ステージ 1 か

らステージ 4 までは大学、ステージ 5 からステージ

6 は TLO に担当を切り分けているが、TLO はステー

ジ 2 の発明開示段階においても、大学から情報を得

るなどの運用上の工夫をしていることがわかった。 
また、ケース 2 の B 大学は、外部委託型から内部

完結型に移行し、ケース 3 の C 大学は、外部委託型

からミックス型に移行し、大学を取り巻く環境の変

化によって、価値連鎖の構造を変化させていること

がわかった。 

4.2 大学発ベンチャー数に関する発見事項 
大学発シーズの上市には、知財ライセンシングと

ベンチャー設立の２つの代表的な経路がある。しか

しながら、産学連携の一領域としてのベンチャー支

援活動という構図のもとで現場のマネジメントを描

写した議論は大学における知財ライセンシングに関

する議論に比べて、相対的に不足している。特に、産

学連携に関する過去の議論が焦点を当ててきた、共

同研究や技術移転といった領域と、近年急速に注目

されているベンチャー創出の領域との間に存在する

ギャップは、実務者のみならず研究者や政策担当者

にとっても重要な論点である（森口、林、山田，2024）。 
そこで、先ず、アウトプット指標として「大学発ベ

ンチャー数」に焦点を当て、質的データ分析ソフトウ

ェアである MAXQDA を用いて分析を行った。イン

タビューデータの中で、大学発ベンチャーに関する

発言のあった箇所をピックアップしてコーディング

を行い、発言を一つずつ確認しながら、四つのカテゴ

リー（テーマ）を特定した結果を順に説明する。 

4.2.1 産学連携部門はベンチャー支援をどのように

理解しているのか 
大学発ベンチャーは、学術的成果を実用化する新

たな手段として社会的な認知度を高めているが、ほ

とんどの産学連携部門における捉え方も、同様の見

解で一致していた。注目すべきは、大学発ベンチャー

という産学連携のチャネル（経路）は、従前から存在

したチャネルを代替するものではなく、両者が並存

し、しばしば補完的な選択肢として認識されている

場合があることだろう。ただし、これまで産学連携部

門にとっての主な業務といえば、共同研究や技術移

転のプロセスにおいて、知的財産の技術移転活動を

通じた橋渡し役を担うことであった。現場では、これ

まで従事してきた支援領域がベンチャー支援領域に

よって代替されることはないと理解しつつも、両者

が異質な業務であることも十分に認識されているこ

とが明らかとなった。 

4.2.2 産学連携部門はベンチャー支援へどのように

関与しているのか 
これまで大学の産学連携部門は共同研究や技術移

転に関する業務を主な役割としてきたが、近年にな

ってベンチャー創出が新たな役割として追加される

こととなった。それに伴い、ベンチャー支援領域に対

応する体制が確立できていない現場も多いことが明

らかになった。インタビューを実施した大学の中で、

予算規模が比較的大きい大学や、ベンチャー領域に

特化した部署が設置されている大学においても、知

的財産領域の人材が兼務で対応している例があった。

本研究で行った知的財産領域へのインタビュー調査

の対象には、共同研究や技術移転による産学連携の

体制構築さえ不十分だと認識している大学も含まれ

ていた。そうした大学の産学連携部門は、ベンチャー

支援の必要性を感じながらも、資源不足から人員を

配置できない現状へのもどかしさを抱えていた。中

には、ベンチャー領域の支援に特化した部署を新た

に設置する大学もあったが、複数の産学連携チャネ

ルがある中で、関連部署との情報共有や連携につい
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て課題を指摘する例も見られた。 

4.2.3 技術移転領域の部署はベンチャー支援の範囲

をどのように線引きしているのか 
大学発ベンチャーという支援対象は多義的で曖昧

なままで受け取られており、「誰が大学発ベンチャー

を支援するのか」「どこまで大学発ベンチャーを支援

するのか」について、見解や支援体制は多様であった。 
大学発ベンチャーに対応する人的資源や専門性、

および経験が不足していることに加え、大学発技術

シーズに基づかないベンチャーまでもが支援の対象

として拡大され、知的財産領域の部署が対応に苦慮

している事例もあった。現状、経済産業省（2024）の

定義によれば、大学発ベンチャーは 6 種類に類型化

されている。その中で、産学連携の新たな選択肢とし

ての大学発ベンチャーは、大学の研究成果の実用化

を目的とするものが想定されているはずである。し

かしながら、産学連携部門の現場では、経済産業省

（2024）が定義するベンチャーのうち、どこまでを自

分たちが支援すべき対象であるのかが曖昧にされた

まま、大学発ベンチャー支援に取り組むことを求め

られている。 
このような背景には、大学が学部生を中心として

取り組むようになったアントレプレナーシップ教育

の影響が少なからず考えられる。経済産業省（2024）
の定義では、現役の学生が関係するベンチャーも大

学発ベンチャーの対象となっている。学生を対象と

したアントレプレナーシップ教育が大学発ベンチャ

ー支援の一環と捉えられ、これらの支援も産学連携

部門に求められている状況がある。 
産学連携部門では、当初想定されていなかったア

ントレプレナーシップ教育や、その延長線上で設立

される学生ベンチャーについても、支援の対象や達

成目標として求められているケースがあった。イン

タビュー対象になった大学の多くでは、経済産業省

（2024）が定義する広義の大学発ベンチャーの設立

数が KPI として掲げられ、中には学生ベンチャーの

割合が大きい事例も含まれていた。一部のインタビ

ュイーの発言からは、こうした状況を問題視しなが

らも組織全体の方針として受け入れ対応しようとす

る現場の本音が垣間見られた。 

4.2.4 産学連携部門は自らの位置づけをどう再定義

しようとしているのか 
既に述べたとおり、大学の産学連携部門はかねて

より担ってきた共同研究領域や知的財産領域の業務

に加え、多様な大学発ベンチャーに対する支援にも

資源を投入することを求められるようになっている。

産学連携部門はこうした変化に対してどのように適

合しようとしているのだろうか。まず、本研究で行っ

たインタビューからは、産学連携部門の実務者たち

がそれぞれに理想の大学発ベンチャーの支援者像を

描きつつも、実態とのギャップを認識して思い悩ん

でいる様子が見て取れた。 
では、人的資源管理や組織開発の取り組みを通じ

て、産学連携部門が理想とするベンチャー支援者像

に辿り着くことはできるのだろうか。本研究で行っ

てきたインタビューの中で、既存の産学連携業務に

携わる人材の多くは、大学経営上の理由から、任期つ

きで雇用されている実態が明らかになっている。そ

のため、専門人材が現場での経験やノウハウを習得

したとしても、雇用が継続されず、現場に知見が蓄積

されづらいという課題がほとんどの大学に存在する。

このような事情により、多くの大学の産学連携部門

では、新たに追加されたベンチャー領域に対応する

専門人材を配置することができないか、仮に配置で

きたとしても、これまでどおりに任期付きの人材を

雇用せざるを得ない場合が多い。産学連携支援の現

場で中長期的な組織学習が阻害されやすい状況は、

ベンチャー領域においても解消されない可能性が高

い。 
ところで、ここまで見てきたインタビュイーの発

言からは、大学発ベンチャーの支援について、現場の

キャパシティ以上に対応しなくてはならないという

意識を持ちつつも、現状はそうではないと悩んでい

る様子が窺える。一方で、外形的に「ベンチャー領域

にも支援範囲を拡げた成功事例」と見なされている

大学の知的財産領域は、自分たちがなすべき役割を

見極め、むしろ本来の産学連携業務の範疇からベン

チャー支援と向き合おうとしていた。すなわち、多く

の大学が描く理想の大学発ベンチャーの支援者像は、

「うまく機能している」大学が実際に行っている大

学発ベンチャー支援とは異なっていることも明らか
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になった。 

4.3 知財ライセンシングをアウトプット指標とし

た分析 
前節 4.2 で述べたとおり、大学は、大学発シーズの

上市に関して、知財ライセンシングとベンチャー設

立の 2 つに関与する。大学発ベンチャー数に関する

分析はこれまで述べてきたとおりであるが、一方で

知財ライセンシングをアウトプットとした分析はこ

れから取り組む段階である。例えば、外部 TLO を活

用する度合いによってグループ分けを行った際に、

同じグループ内における大学間の類似点・相違点を

比較分析することや、外部環境や組織の多様性を考

慮した基準により、価値連鎖のパターンの類似点・相

違点を比較分析することが考えられる。 
 
5．おわりに 

本研究では、地方大学における技術移転アソシエ

イトの価値創造活動を適切に分類することで、地方

大学の大学発シーズの上市に関する成功要因の可視

化を行った。また、個々の地方大学の実情に応じた適

切な施策立案と戦略的ターゲットの策定等に寄与す

るために、大学発シーズの上市に関わる価値連鎖診

断プロトコルの開発と実装を試みることを目的とし

た。DEA により抽出した大学にインタビューを実施

した結果、効果的なパフォーマンスを挙げている大

学は、大学ごとにそれぞれ多様な価値連鎖を採用し

ていることがわかった。また、一部の大学では、環境

の変化によって、価値連鎖の構造を変化させている

ことがわかった。 
大学発ベンチャー数をアウトプット指標にした発

見事項では、産学連携の現場は、大学発ベンチャーの

重要性は理解しつつも、ベンチャー支援はこれまで

と異質な業務であることも自覚していることがわか

った。また、ベンチャー支援の必要性を感じながらも、

資源不足から人員を配置できない問題を抱えている

ことがわかった。さらに、産学連携現場では、大学発

ベンチャーの支援対象が多義的で曖昧なまま、本来

の産学連携業務の範疇からベンチャー支援と向き合

おうとしていることがわかった。 
本研究開発から得られた知見・示唆を通じて、DEA

分析結果における同じグループ内での大学間の類似

点・相違点の比較分析、価値連鎖パターンの類似点・

相違点の比較分析を行うことにより、地方大学ごと

の大学発シーズの上市に関わる一連の価値連鎖プロ

セスのボトルネックを組織マネジメントレベルで解

明できる可能性がある。本研究により、地方大学の大

学発シーズの上市に関する成功要因を可視化、分析

した結果、地方大学を一括りにした画一的な施策で

はなく、個々の地方大学の実情に沿った施策を講じ

る必要があることが判明した。持続可能な産学連携

を達成するには、大学の多様な運営実態を反映した

カスタマイズされた地方大学への支援施策を講じる

必要がある。 
しかしながら、本研究はいくつかの限界を抱えて

いる。地方大学へのインタビュー調査により、大学発

シーズの上市に関する成功要因の可視化に成功した

ものの、成功要因の分類や大学発シーズの上市に関

わる価値連鎖診断プロトコルの開発とその実装には

至っていない。また、知財ライセンシングをアウトプ

ット指標とした分析も今後実施する必要がある。 
これらの追加研究を行うことで、各地方大学の大

学発シーズの上市に関わる一連の価値連鎖プロセス

のボトルネックを組織マネジメントレベルで究明し、

地方大学の産学連携の機能不全に陥っている部分を

見つけ出し改善することで、各地方大学の実情に応

じた施策を講じることができると考える。 
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図 1 技術移転ライフサイクル 

（出典：AUTM Foundation ウェブサイト） 
 
 

 
図 2 22 大学の価値連鎖構造の概要図（共同研究者作成） 
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図 3 典型的な価値連鎖構造の事例（共同研究者作成） 

 
 
 

表 1 インタビューの質問票 

A．戦略と価値連鎖 

1) 技術移転ライフサイクルの中で、貴学の産学連携部門がカバーしている業務の範囲を教

えてください。 

2) 技術移転機関(TLO)などの仲介・支援組織を利用している場合は、貴学との役割分担や

関係性についても教えてください。 

3) 貴学の産学連携部門は技術移転ライフサイクルの中で、どの部分に特に力を入れていま

すか。 

4) 貴学における産学連携関係の KPI や重点目標について教えてください。 

B．組織と価値連鎖 

5) 現状の産学連携に関する貴学内部の組織体制について、うまくいっていると思われる点

と改善したい点について教えてください。 

6) 産学連携に関する外部のステークホルダーと貴学との関係性について、うまくいってい

ると思われる点と改善したい点について教えてください。 

C．組織的成果（ベスト／ワースト・プラクティス） 

7) 貴学において、これまでで技術移転収入が最も大きかったのはどういった案件ですか。

成功に至った経緯や、要因だと考えられることについて可能な範囲で教えてください。 

8) 貴学において、期待に反して、大きな成功を収めることができなかった案件はあります

か。その経緯や要因だと考えられることについて可能な範囲で教えてください。 

 
 
 


